
１ 中国四国地域の農業構造
（１）農業労働力の現状

○ 中国四国地域の農業を支える基幹的農業従事者は減少傾向にあり、令和４（2022）年において15.8
万人で、全国（122.6万人）の約13％を占めている。
また、平均年齢は70.8歳で、全国平均（68.4歳）より2.4歳高く、高齢化が進んでいる。

○ 基幹的農業従事者の年齢構成をみると、70歳以上階層で全国を上回っている。

基幹的農業従事者の年齢構成割合（令和４（2022）年）

１

資料：農林水産省「農林業センサス」(2015)、農業構造動態調査(2021.2022)
注：基幹的農業従事者とは、15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。

基幹的農業従事者の平均年齢（個人経営体）

基幹的農業従事者数（個人経営体）



38.1

33.1

28.4

44.1

41.8

37.6

6.1

7.4

8.8

9.5

13.7

20.0

2.3

4.0

5.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

平成22年

（2010）

27

（2015）

令和２年

（2020）

1.0ha未満 1.0～5.0 5.0～10.0 10.0～50.0 50.0ha以上
（％）

（２）農地をめぐる状況

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
注：耕地面積とは、農作物の栽培を目的とする土地のことをいい、けい畔

を含む。

耕地面積の推移（中国四国）

○ 中国四国地域における令和４（2022）年の耕地面積は35.6万haで、全国（432.5万ha）の約８％を
占めており、中国地域、四国地域ともに減少傾向で推移している。

○ 中国四国地域の経営耕地面積は、規模拡大がみられるものの、令和４年の１経営体当たりの経営
耕地面積は1.4haで、全国（3.3ha）及び都府県（2.3ha）と比較すると小さい。

経営耕地面積規模別経営耕地面積の割合（中国四国）

１経営体当たり経営耕地面積（令和４年）

資料：農林水産省「令和４年農業構造動態調査」

資料：農林水産省「農林業センサス」
注：経営耕地面積とは、農林業経営体が経営している耕地をいい、自ら所有して
いる耕地(自作地)と他から借りて耕作している耕地(借入耕地)の合計である。

２



○ 中国四国地域における令和４（2022）年の耕地面積に占める中山間地域の割合は62.3％で、全国
（44.1％）を大きく上回っている。

○ 農業生産活動の場として、重要な役割を担う中山間地域の活性化が課題である。

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
注：１ 面積調査の調査期日は、令和４（2022）年７月15日現在である。

２ 中山間地域とは、「農林統計に用いる地域区分」（平成13年11月30日付け 13統計第956号）で定められた基準指標（耕地率、林野率等）により設定
された都市的地域、平地農業地域、中間農業地域及び山間農業地域の４つの農業地域類型区分のうち、中間農業地域及び山間農業地域を合わせた地域
を指す。

３ 農業地域類型区分の数値については、市町村別農業地域類型（令和５（2023）年改定）を用い、該当する市町村（令和４（2022）年４月１日現在）
をそれぞれ積み上げた。

耕地面積に占める中山間地域の割合（令和４（2022）年）

３



○ 中国四国地域における令和３（2021）年の農業産出額は8,685億円で、全国（８兆8,600億円）の
約１割を占めている。

○ 品目別農業産出額の構成割合をみると、中国地域では畜産及び米の割合が高くなっている一方、
四国地域では愛媛県で果実、高知県で野菜の割合が高くなっているなど、各地域の特徴が現れてい
る。

（３） 農業産出額

品目別農業産出額の構成割合（令和３（2021）年）

＜全国、都府県及び中国四国＞ ＜四国地域＞＜中国地域＞

資料：農林水産省「生産農業所得統計」
注：１ 品目別農業産出額のその他は、麦類、雑穀、豆類、いも類、工芸農作物、その他作物及び加工農産物の合計である。

２ 全国、都府県及び中国四国の農業産出額は、各県の積上値であり県間で取り引きされた種苗、子豚等の中間生産物が重複計上されている。

４



農産物産出額上位５品目（令和３（2021）年）

（各円グラフ内数値の単位：億円）

５
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○ 中国四国地域では、多様な自然・立地条件を活かして大山山麓のすいか、瀬戸内の温暖な気候に
よるブロッコリー、ハウス栽培のなすやピーマンなど、多彩な野菜が生産されているが、近年、農
業従事者の減少や高齢化の進行等により作付面積が減少傾向で推移している。

○ 近年、食の外部化、簡便化等により、加工・業務用需要は増加傾向で推移する一方、国産の比率
は７割程度にとどまっており、食料安全保障の観点からも、作業負担の軽減や施設栽培におけるコ
スト、品質、耐候性を含めた生産性向上を推進することが重要である。

２ 生産基盤の強化と、需要拡大の推進
（１）農業の持続性の確保に向けた生産基盤の強化
① 持続的生産強化対策
ア 野菜

引き続き、加工・業務用需要に対応した野菜生産、高収益な施設園芸等の推進を図るため、①作業
時間短縮に向けた集出荷貯蔵施設等の整備、②省力化・効率化に向けた農業機械の導入、③生産量増
加や品質向上に向けた低コスト耐候性ハウス等の整備、環境制御装置等の導入、パイプハウス等生産
資材の導入などを推進する。

野菜の作付面積の推移（中国四国） 野菜の農業産出額の推移（中国四国）

資料：農林水産省「生産農業所得統計」
注：（ ）は農業産出額に占める野菜の割合

６

資料：農林水産省「野菜生産出荷統計（一部品目除く）」
「地域特産野菜生産状況調査」「特用林産物生産統計調査」

家計消費用野菜と加工・業務用野菜
それぞれの国産割合（令和２年）

注１：ばれいしょを除く指定野菜13品目
注２：データは農林水産政策研究所による
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(単位：ha)

平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

２年
（2020）

３年
（2021）

鳥 取 県 3,934 3,745 3,703 3,736

島 根 県 2,557 2,544 2,555 2,585

岡 山 県 3,249 2,863 2,781 2,794

広 島 県 4,627 4,527 4,590 4,663

山 口 県 3,312 3,255 3,192 3,138

徳 島 県 6,027 6,009 5,955 5,921

香 川 県 4,437 4,595 4,557 4,612

愛 媛 県 4,644 4,534 4,464 4,377

高 知 県 3,275 3,044 3,153 3,084

中国四国① 36,061 35,115 34,948 34,909

全   国② 400,786 393,990 389,995 385,615

①／② 9% 9% 9% 9%

平成30年
（2018）

令和元年
（2019）

２年
（2020）

鳥 取 県 211 213 214 205 ( 28% )

島 根 県 99 94 101 99 ( 16% )

岡 山 県 214 205 223 203 ( 14% )

広 島 県 234 236 247 242 ( 20% )

山 口 県 158 148 160 149 ( 23% )

徳 島 県 371 349 352 343 ( 37% )

香 川 県 234 242 242 236 ( 30% )

愛 媛 県 201 190 197 187 ( 15% )

高 知 県 745 715 711 676 ( 63% )

中国四国① 2,467 2,392 2,447 2,340 ( 27% )

全   国② 23,212 21,515 22,481 21,467 ( 24% )

①／② 11% 11% 11% 11%

(単位：億円)

３年
（2021）



○ 中国四国地域は、みかん、晩柑類、ぶどう、日本なし、もも等で全国有数の産地を形成してい
る。

○ 農業産出額に占める果実の割合は全国（10.3％）と比べ中国四国地域は16.3％と高く、品目別で
は、うんしゅうみかん、ぶどうで果実生産額の過半を占めている。

○ 果樹栽培面積はうんしゅうみかん、その他かんきつ類の割合が高い。
○ 中国地域では落葉果樹からかんきつ類を、四国地域ではかんきつ類を中心とした産地を形成。ま
た、全国で１位の栽培面積となっている品目も多い。

イ 果樹

担い手の経営規模拡大や次世代への円滑な継承等を図るため、果樹経営支援対策事業等により①優
良品目・品種への改植、②果樹園地の担い手への集積、③効率化・省力化技術の導入等を推進する。

資料：農林水産省「特産果樹生産動態等調査」

果樹の栽培面積割合（中国四国）果実産出額の品目別割合（中国四国） 栽培面積全国トップクラスの果樹いろいろ

資料：農林水産省「令和３年農業生産所得統計」
注：主な中晩柑はゆず、しらぬい（デコポン）の計。
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資料：農林水産省「令和４年耕地及び作付面積統計」
注：1)果樹計は調査対象品目（みかん、その他かんきつ類、りんご、日本なし、

西洋なし、かき、びわ、 もも、すもも、おうとう、うめ、ぶどう、
くり、パインアップル及びキウイフルーツ）の積上値。

2)令和４年は主産県調査年であることに留意。

県名 主な品目

鳥取県 日本なし(①二十世紀)

島根県 ぶどう(④デラウエア、⑧シャインマスカット)

岡山県 ぶどう(①ピオーネ、①ﾏｽｶｯﾄｵﾌﾞｱﾚｷｻﾝﾄﾞﾘｱ、④シャインマスカット)、⑥もも

広島県
かんきつ類（①レモン、①ネーブルオレンジ、⑦うんしゅうみかん)、

ぶどう(④ピオーネ、⑩シャインマスカット)

山口県 かんきつ類（③いよかん）、⑤くり、日本なし（③二十世紀)

徳島県 かんきつ類（①すだち、②ゆず）、日本なし（⑦豊水、⑨幸水)

香川県 ④びわ、⑧もも、⑨キウイフルーツ、ぶどう(③ピオーネ)

愛媛県
かんきつ類(①いよかん、①なつみかん、①河内晩柑、①きよみ、①ポンカン、
②うんしゅうみかん)、①キウイフルーツ、③くり、⑤びわ、⑪かき

高知県 かんきつ類（①ゆず、①ブンタン）

愛媛県のオリジナル品種
愛媛果試第28号（紅まどんな®）

ドローンによる農薬散布
－愛媛県－

栽培面積日本一
広島県のレモン栽培

７※紅まどんな®は全国農業協同組合連合会の登録商標

ぶどうの大規模生産団地
－岡山県－

なしの省力樹形（ジョイント栽培）
－鳥取県－



○ 切り花の購入金額は長期的に減少傾向。世帯主の年齢別でみると、若年層ほど購入金額が低い。

○ 「花のある生活」の啓発・普及として、日常生活における花きの活用促進、花きの新たな文化の
創出等に取り組んでいくことが必要である。

○ 中国四国地域の地域特産作物は、中山間地域を中心に、かんしょ、茶、葉たばこをはじめ、オ
リーブ、えごま、薬用作物のミシマサイコ等の作物が地域条件を活かして栽培されている。

ウ 花き・地域特産作物

８

《「3 LOVE STORIES」に関する取組》

農政局では、 「フラワーバレンタイン」など１月～３月の花贈りをPRする
「3 LOVE STORIES」の取組、中国四国管内の主な花き産地、２０２７年
国際園芸博覧会を紹介。

また、岡山県花き消費拡大実行委員会の協力により、スイートピー等
岡山県産花きの展示を実施。

《切り花１世帯あたり購入額》 《中国四国地域の地域特産作物》

島根県松江市の茶園



エ ＧＡＰ拡大の推進

愛媛県立農業大学校での
GLOBALG.A.P. 公開審査の様子

中国四国地域のＧＡＰ認証取得等の状況（令和５（2023）年３月末現在） 国際水準ＧＡＰガイドラインに準拠した県ＧＡＰ

資料：農林水産省作成

注：１ 「ＧＡＰ（Good Agricultural Practice：農業生産工程管理）」とは、農業において、食品安全、環境保全、労働安全等の持続可能性を確保するための生産工程管理の取組。
２ 「ＧＡＰ認証」とは、第三者機関の審査により、客観的にＧＡＰが正しく実施されていることが確認された証明。
３ 「ＧＡＰパートナー」とは、農林水産省HPにおいて、ＧＡＰ認証農産物を取り扱う意向を表明している実需者（製造業、卸売・小売・飲食業、サービス業）をいう。

〇 県におけるＧＡＰの指導活動、農業教育機関やＪＡ等団体の認証取得の支援を通じ、国際水準の
ＧＡＰの実施を推進している。

〇 実需者とのマッチングを希望する経営体（ＧＡＰ認証取得、取得意向有り）の情報をとりまと
め、「ＧＡＰパートナー」に提供することで、ＧＡＰ認証農産物のマーケットの拡大を図る。

〇 中国四国地域のＧＡＰ認証の取得状況は、令和５（2023）年３月末で378経営体となっている。

〇 農業高校・農業大学校におけるＧＡＰ認証取得の動きが広がっている。令和５（2023）年３月末
で、JGAPは10校、ASIAGAPは１校、GLOBALG.A.P.は７校が認証を取得している。

〇 輸出の拡大等により国際的な農産物の取引が増加していること等を踏まえ、農林水産省は、食品
安全、環境保全、労働安全、人権保護、農場経営管理の５分野を満たした国際水準ＧＡＰに関する
共通の取組規準として、令和４（2022）年３月に「国際水準ＧＡＰガイドライン」を策定した。

〇 国際水準ＧＡＰを推進するため、都道府県版ＧＡＰについて上記ガイドラインの準拠確認を進め
ている。中国四国地域の県版ＧＡＰ（該当７県）のうち、島根県は準拠確認済みである。

９

国際水準ＧＡＰガイドライン準拠
島根県ＧＡＰ 通称「美味しまね認証」

「美味しまねゴールド」
認証マーク

お い

®

お い
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○ 主食用米の需要が減少する中、他作物への転換による水田のフル活用が重要であり、「食料・農
業・農村基本計画」（令和２（2020）年３月策定）において、米政策改革の着実な推進と水田にお
ける高収益作物等への転換が位置づけられている。

○ 中国四国地域では、主食用米の需要減少だけでなく、担い手不足及び高齢化等に起因する農地や
地域の維持が課題である。

② 需要に応じた生産の取組
ア 水田フル活用に向けた取組

資料：農林水産省調べ

【中国四国地域の水田の利用状況推移（戦略作物）】 【水田農業高収益化推進の全体像】

水田活用直接支払交付金の活用や、都道府県が作成する「水田農業高収益化推進計画」による高
収益化作物への転換により、国、県、地域等が一体となって水田のフル活用を推進する。
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○ 島根県では、令和元（2019）年度から農業産出額100億円増加に向けた柱として「水田園芸」の
取組を本格的に開始しており、野菜の県推進６品目を選定し、農家所得や農業生産力の向上を進め
ている。

○ こうした中、「水田農業高収益化推進計画」においては、県推進６品目のほか、各地域において、
基盤整備とあわせて導入を進めている品目（青ネギ、ブドウ、さつまいも）を推進していくことと
している。

○ また、経営体や組織を地域でまとめ、水田園芸推進上の課題解決を図る「拠点産地」づくりを進
めているところであり、拠点産地においては、１産地あたり販売額3,000万円以上の増加を目標と
しており、令和６（2024）年度に県内で30拠点以上を創出することを目指している。

イ 水田農業高収益化の推進事例

1. 県推進６品目を設定
（キャベツ・タマネギ・ブロッコリー・アスパラガス・ミニトマト・白ネギ）

2. 「拠点づくり方式」による園芸産地づくりを提案

①生産基盤 ②労力確保 ③販路開拓 を一体的に解決

(事例)島根県の水田園芸の推進方向

新たな産地をパッケージで育成
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